
一時借入金の状況
　９月末現在、病院事業会計におい
て４億3,000万円の一時借入金が生
じています。
※一時借入金とは、一会計年度内に現金
　が不足した場合に借り入れるお金であ
　り、今年度の３月31日（一般会計は翌
　年度の５月31日）までに償還しなけれ
　ばならないものです。

市債残高
会計 金額

一般会計 313億9,451万円
特別会計 地方卸売市場事業 4,606万円

公営企業
会計

病院事業 140億7,421万円
水道事業 93億5,261万円
下水道事業 227億3,261万円

特別会計
会計 国民健康保険事業 地方卸売市場事業 後期高齢者医療 介護保険事業 温泉事業
予算現額 77億6,486万円 2,849万円 ５億4,960万円 62億4,674万円 2,600万円
収入済額 30億4,448万円 1,068万円 ２億182万円 28億4,491万円 1,167万円
収入率 39.2％ 37.5％ 36.7％ 45.5％ 44.9％

支出済額 32億3,286万円 572万円 １億8,127万円 25億116万円 839万円
執行率 41.6％ 20.1％ 33.0％ 40.0％ 32.3％

公営企業会計

会計
収入 支出

予算現額 収入済額 収入率 予算現額 支出済額 執行率

病院
事業

収益的 77億5,855万円 39億155万円 50.3％ 88億8,963万円 36億953万円 40.6％
資本的 ５億1,986万円 １億2,243万円 23.6％ ９億5,621万円 ４億4,985万円 47.0％

水道
事業

収益的 15億9,813万円 ７億6,748万円 48.0％ 15億8,620万円 ３億6,559万円 23.0％
資本的 ７億7,604万円 4,560万円 5.9％ 15億5,925万円 ３億5,114万円 22.5％

下水道
事業

収益的 20億7,950万円 11億7,866万円 56.7％ 22億7,094万円 ５億5,335万円 24.4％
資本的 12億778万円 １億3,015万円 10.8％ 20億2,308万円 ７億1,480万円 35.3％

一般会計・特別会計の財産

土地
1,385万215㎡

建物
28万9,794㎡

出資金
２億9,758万円

有価証券
4,170万円

財政調整基金
山林　242万6,762㎡
有価証券　235万円
現金　50億1,796万円

■平成25年度予算執行状況
一般会計（歳入・歳出とも平成24年度からの繰越分を含む）

市民１人当たり ７万77円（市税収入済額÷人口）
１世帯当たり　 16万7,321円（市税収入済額÷世帯数）

市民１人当たり 20万7,395円（歳出の支出済額÷人口）
１世帯当たり　 49万5,193円（歳出の支出済額÷世帯数）

市税と歳出を
市民１人当たり、
１世帯当たりにすると

歳出

市税

予算額    315億1,216万円
収入済額 　158億1,736万円（収入率50.2％）歳入
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と
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〜

　

健
全
化
判
断
比
率
と
は
、
地
方
公
共

団
体
の
財
政
状
況
を
客
観
的
に
表
し
、

財
政
の
早
期
健
全
化
や
再
生
の
必
要
性

を
判
断
す
る
た
め
の
も
の
と
し
て
定
め

ら
れ
た
４
つ
の
比
率
か
ら
な
り
ま
す
。

４
つ
の
比
率
の
い
ず
れ
か
が
早
期
健
全

化
基
準
以
上
の
場
合
に
は
、
財
政
健
全

化
計
画
を
定
め
る
こ
と
な
ど
が
必
要
に

な
り
ま
す
。
十
和
田
市
に
お
け
る
平
成

24
年
度
の
４
つ
の
比
率
は
左
記
表
の
と

お
り
に
な
り
、
い
ず
れ
も
基
準
を
下

回
っ
て
い
ま
す
。

　

公
営
企
業
の
資
金
不
足
比
率
で
は
、

全
て
の
会
計
に
お
い
て
資
金
不
足
は
発

生
し
て
い
ま
せ
ん
。

区分 平成24年度決算 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率 － 12.56 20.00
連結実質赤字比率 － 17.56 35.00
実質公債費比率 13.4 25.0 35.0
将来負担比率 83.2 350.0

■
市
債
残
高
と
基
金
残
高
の
推
移

　

市
債
残
高
は
、
近
年
、
そ
の
年
の
借

入
額
よ
り
返
済
額
の
方
が
多
い
た
め
、

平
成
24
年
度
は
合
併
後
で
一
番
多
か
っ

た
平
成
19
年
度
に
比
べ
る
と
、
41
億
円

減
少
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
将
来
の
負

担
が
少
な
く
な
る
よ
う
に
市
債
を
選
ん

で
借
り
て
お
り
、
平
成
24
年
度
残
高
の

う
ち
約
６
割
が
、
将
来
、
地
方
交
付
税

と
し
て
措
置
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　

基
金
残
高
は
、
地
方
交
付
税
が
増
額

さ
れ
た
こ
と
も
あ
り
、
平
成
24
年
度
は

合
併
後
で
一
番
少
な
か
っ
た
平
成
20
年

度
に
比
べ
る
と
46
億
円
増
加
し
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
今
後
、
地
方
交
付
税
の

減
額
、
老
朽
化
し
た
施
設
の
維
持
補
修

な
ど
が
見
込
ま
れ
る
た
め
、
基
金
残
高

の
減
少
が
予
測
さ
れ
て
い
ま
す
。
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▼
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収
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（
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収
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＋
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付
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＋
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＋
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付
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＋
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用
語
の
説
明

平成25年９月30日現在の人口64,694人、
世帯数27,095世帯で算出

健全化判断比率

区分 平成24年度決算 経営健全化基準
水道事業会計 － 20.0
下水道事業会計 － 20.0
病院事業会計 － 20.0
温泉事業特別会計 － 20.0
地方卸売市場事業特別会計 － 20.0

公営企業の資金不足比率

（％）

（％）

用
語
の
説
明

※平成25年９月30日までの収入・支出済額

予算額    315億1,216万円
支出済額 　134億1,727万円（執行率42.6％）歳出

市税

地方交付税

国庫支出金

県支出金

地方譲与税等

市債

その他

45億3,357万円 72.2％

73億5,772万円 69.0％

18億6,459万円 40.8％

４億1,534万円 11.0％

５億6,232万円 51.6％

９億2,492万円 53.3％

62億8,120万円

106億6,134万円

45億6,560万円

37億6,167万円

10億9,059万円

34億1,640万円

17億3,536万円

0 20 40 60 80 100 120（億円）

18億480万円 35.9％

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

土木費

消防費

教育費

公債費

その他

38億1,534万円 37.7％

14億970万円 53.2％

４億3,483万円 34.0％

14億1,936万円 43.4％

６億3,598万円 47.9％

８億8,623万円 36.6％

19億2,159万円 50.5％

10億8,944万円 67.6％

50億2,735万円

101億1,793万円
26億5,001万円

12億7,835万円

32億7,037万円

13億2,865万円

24億2,420万円

38億284万円

16億1,246万円

市役所からのお知らせ 市役所からのお知らせ

１億5,890万円 4.7％

0 20 40 60 80 100 120（億円）

市債残高の推移

平成
24年度

平成
19年度

平成
16年度

臨時財政対策債を除く市債残高
231億円

41億円

309億円 61億円

317億円

0
（億円）
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358億円

370億円
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。
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期
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政
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す
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債
。
償
還
に
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用
は
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年
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方
交
付
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で

　

措
置
さ
れ
る
た
め
、
実
質
的
に

　

は
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方
交
付
税
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代
替
財
源
と

　

い
え
ま
す
。

基
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ら
れ
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産
の
こ
と
で
す
。

財
政
調
整
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金
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や
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し
な
い
収
入
の
減
少
や
不
時
の
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基金残高の推移
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臨時財政対策債
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財政調整基金
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